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田巻松雄先生のご退職にあたって

田巻松雄先生は、ご定年により、2022 年 3 月をもって退職されることになりました。
田巻先生は、1996 年に国際学部へ着任され、国際社会学とその関連科目を担当されました。国際学部には、

26 年間在籍されたことになりますが、その間、2010 年度から 2012 年度、2020 年度から 2021 年度には評議員を、
2013 年度から 2016 年度には国際学部長と同研究科長をおつとめになりました。田巻先生は、このように組
織運営において重要な役割を果たされたことはもとより、主要業績リストに示されているように教育研究、
社会貢献のあらゆる分野において、多くの重要な足跡を残されました。これらの多くの業績の中で、国際学
部との関係において、私自身が特に重要と感じたのは、国際学研究科博士後期課程の設置に伴い、2008 年度
に開設された多文化公共圏センター初代センター長としての貢献です。

多文化公共圏センター立ち上げに伴い、2009 年 11 月に開催された国際シンポジウムでの基調講演では、
多文化公共圏について、田巻センター長が 40 分の持ち時間のところを 1 時間近くにわたり！熱弁を振るわれ
ました。この記録は、2010 年 3 月発行の、「平成 19、20、21 年度宇都宮大学重点推進研究報告書、『国際学』
としての『多文化公共圏』研究―特別教育プログラムの開設と学生・市民の参加による国際シンポジウム開
催―」に収録されています。その内容は、今読み返しても新鮮でした。田巻先生が指摘された多くのポイン
トの中でも、「多文化共生を明るいかけ声」や「善として語る」のではなく、「共生という問題の難しさに目
を向けること」の重要性や、「大学という（学問の）場における公共圏の可能性を追求すること、すなわち、
開かれた議論を通じて形がはっきりしないものを具体化していくこと、合意形成を図っていくこと」の重要
性は、国際学部はもとより、今後の大学のあり方を考えるうえでも示唆に満ちていると思います。

さて、田巻先生が学部長をつとめられた時期は、学部改組の計画が始まって 4 年が経過した頃でした。私
も継続的にその作業に関わっていましたが、いよいよ改組を実施する段階になったと思ったとたんに、政権
交代により、ミッションの再定義という新たな課題が課せられることになりました。田巻先生は、このミッショ
ンの再定義と、それに引き続き、国際社会学科と国際文化学科の 2 学科体制から国際学科の 1 学科体制への
学部改組という 2 つの大きな国際学部の改革を導き、成し遂げられました。しかも、このような重要な学務
をこなしながら、HANDS という外国人児童生徒教育支援のための研究プロジェクトを代表者として推進さ
れてきました。

全国の国立大学において大きな節目となったミッションの再定義を進めるにあたって、田巻先生は、国際
学部のミッションとして、多文化共生に関わる教育研究の推進と定められました。この、多文化共生というキー
ワードは、国際学部設置時の教育目標の一つとして取り上げられ、その後、多文化公共圏センターにも関わ
る重要な概念ではありましたが、この時を境に、学部の教育目標として強調され、前面に掲げられることに
なりました。その背景になったのは、HANDS プロジェクトです。ここではその詳細については触れません
が（2020 年 8 月に発行された『宇都宮大学 HANDS10 年史』をご覧ください）、特筆すべきことを一つ指摘
しておきたいと思います。田巻先生のご研究の特徴は、研究が教育と結びつき、さらに有機的に社会貢献に
つながっているということです。ここでいう社会貢献とは、具体的には、国際学部が国立大学法人の中で最
も早く、2016 年度入試から、外国人生徒入試という特別入試の区分を設置したということです。これは、田
巻先生が一連のご研究の中で示された、外国人児童生徒の支援を進路保障という形で実現するという考え方
が、社会において実現されたということに他なりません。当初は、募集人数若干名として始まった外国人生
徒入試は定員化され、また、近年では、国際学部や研究科への入学志願者の多くが、多文化共生について学
ぶこと、HANDS プロジェクトに関わることを志望動機の一つとして挙げるようになりました。

田巻先生の目下の最重要プロジェクトは、自主夜間中学に関する活動と思われます。田巻先生は今年（2021
年）3 月に代表者として「とちぎに夜間中学をつくり育てる会」を発足させ、8 月に「とちぎ自主夜間中学」
を開校されました。10 月から開始された学習活動には年齢も国籍も多様な 30 ～ 40 名の学習者が学びに来て



xi

いると伺っています。社会において見過ごされてしまっている問題に的確に光を当て、その問題への対応を
進められていることに共感する多くの市民との共同作業が、これからも精力的に続けられることと思います。

田巻先生のご健康とますますのご活躍を祈りつつ、ご退職にあたってのごあいさつといたします。

国際学部長　中村　真

田巻松雄先生の略歴と主要な業績

略歴と主要業績
昭和31年 7月 北海道夕張市に生まれる
昭和49年 3月 北海道立夕張北高等学校卒業
昭和54年 3月 筑波大学第一学群社会学類卒業
昭和59年 7月 筑波大学大学院社会科学研究科社会学専攻修了
昭和59年 10月 筑波大学大学院社会科学研究科社会学専攻博士課程単位取得後

退学
平成2年 12月 社会学博士（筑波大学）

昭和59年 7月 名古屋商科大学講師商学部国際経済学科
平成8年 4月 宇都宮大学助教授国際学部
平成12年 10月 宇都宮大学教授国際学部
平成18年 8月 宇都宮大学大学院国際学研究科国際学研究専攻博士後期課程
平成29年 1月 宇都宮大学学術院　教授
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